
建設業の建設業のITIT動向調査動向調査20072007

２００７年５月１６日

（社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
BCS IT推進部会 IT企画専門部会

概要報告書概要報告書
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正会員企業の割合

コンサルタ
ント
4%

ベンダー
17%

情報子会社
17%

ユーザー企
業
62%

（社）日本情報システム・ユーザー協会（（社）日本情報システム・ユーザー協会（JUASJUAS））

■ 沿革
１９６２年４月 日本データ・プロセシング協会創立
１９９２年７月 （社）日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組

■ 役員：理事４２名 監事２名
会 長 河野 俊二 東京海上日動火災保険株式会社 相談役
副会長 大木 一夫 東日本電信電話株式会社 取締役副社長
副会長 川上 哲郎 住友電気工業株式会社 相談役
副会長 小林 栄三 伊藤忠商事株式会社 取締役社長
副会長 藤本 孝 東京電力株式会社 常務取締役

■ 事務局
専務理事 細川 泰秀 常務理事 原田 俊彦
本部所在地 東京都中央区日本橋堀留町1-10-11

■ 会員数：２８９社（２００７年１月現在）
正会員 ：１５２社
賛助会員 ：１３７社



調査の概要調査の概要

4

JUASJUASによる企業による企業ITIT動向調査動向調査20072007の概要の概要

アンケート調査アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

11月に実施

インタビュー調査インタビュー調査
重点テーマ中心に

12月～1月に実施
・ユーザー企業IT部門3962社対象
・有効回答：802社
・経営企画部門：4180社対象
・有効回答：805社

調査報告調査報告
2007年4月発表

調査委員会、調査部会による分析

＜重点テーマ＞
・情報システムの信頼性
・内部統制

JUAS調査の特徴
• 94年度以来過去13年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析

•アンケートとインタビューの複合効果
• IT部門だけでなく、利用部門にも調査
•年度別に、重点テーマを設定

•ユーザー企業IT部門長：42社
•情報子会社役員、ベンダー：10社
•内部統制担当部門：5社



主な調査結果主な調査結果11

11．回答企業のプロフィール．回答企業のプロフィール

２．２．20062006年度の企業の主な年度の企業の主なITIT動向（全業種動向（全業種vs.vs.建設業）建設業）

３．個別分野の３．個別分野のITIT動向（全業種動向（全業種vs.vs.建設業）建設業）

6

2．建設・土木・鉱業
10%1．農林・水産・食品

4%

20．その他 0%

3．化学・薬品 8%

4．石油・石炭・ゴム
1%

5．繊維関連・紙・木
材 2%

6．鉄・非鉄金属・窯
業 6%

7．輸送機器・関連
部品 4%

8．一般機械製造
6%

9．電気機械製造
8%

19．情報処理業 1%18．サービス業 9%

17．放送・新聞・出
版・印刷・映画 2%

15．通信・通信サー
ビス 0%

16．電気・ガス・水
道 2%

14．運輸 4%

13．不動産・倉庫
2%

12．銀行・保険・証
券・信販 6%

11．商社・流通・卸
売・小売 18%

10．その他製造 8%

〔〔全業種全業種〕〕 アンケート回答企業の業種アンケート回答企業の業種

(n=802)

建設業

※一部鉱業を含む

※
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〔〔全業種全業種〕〕 アンケート回答企業の従業員数アンケート回答企業の従業員数

3．500～1000人
未満
20%

6．1万人以上
4%

5．5000～1万人
未満
3%

2．100～500人未
満
46%

1．100人未満
6%

4．1000～5000
人未満
21%

(n=782)

8

(n=78)

100～499人
49%

1000～4999
人
21%

500～999人
未満
24%

5000～9999
人
5%

100人未満
1%

〔〔建設業建設業〕〕 アンケート回答企業の従業員数アンケート回答企業の従業員数

(n=78)



主な調査結果２主な調査結果２

11．回答企業のプロフィール．回答企業のプロフィール

22．．20062006年度の主な年度の主なITIT動向（全業種動向（全業種vs.vs.建設業）建設業）

３．個別分野の３．個別分野のITIT動向動向（全業種（全業種vs.vs.建設業）建設業）
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業種別・売上高に占める業種別・売上高に占めるITIT予算の比率予算の比率

0.63

0.95

0.97

0.96

6.61

1.68

1.99

0.60

0.87

0.94

0.84

6.10

1.29

1.86

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00 7.00

一次産業(n=85)

素材製造(n=98)

機械等製造(n=162)

商社・流通系(n=110)

金融(n=36)

重要インフラ系 05年度
(n=42)

サービス系(n=57)

06年度

05年度

建設業を含む
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〔〔全業種全業種〕〕 20062006年度は年度はITIT予算を増加させた企業が予算を増加させた企業が
さらに増加さらに増加 20072007年度も引き続き増加傾向年度も引き続き増加傾向

733
18
14 ％

13 ％
28 ％
16 ％

29％

01年度
対前年比

964
9

17 ％

14 ％
29 ％
16 ％

24 ％

02年度

975
13
21％

13％
19％
15％

32％

03年度

742
9 

19％

16％
22％
14％

30％

04年度

764
17 
17％

13％
23％
16％

31％

05年度

747
26 
16％

10％
21％
17％

35％

06年度 07年度06年度05年度04年度03年度02年度

764
13
10％

16％
34％
25％

15％

次年度予測

975
5 
12％

19％
34％
20％

15％

723
0 
21％

16％
26％
16％

21％

760
15 
17％

13％
25％
18％

27％

747
11
19％

12％
27％
17％

26％

747
21
15％

11％
27％
16％

31％

N値
DI

１0%以上減少

１0%未満減少

不変

１0%未満増加

１0%以上増加

18

9
13

9

17

26

39

13

5

0

15
11

21

0

10

20

30

40

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

対前年比 次年度予想

値はDI(増加%-減少%)を示す値はDI(増加%-減少%)を示す

12

3 1

-12

-34

-3

13

39

-2
-10

-16

0 0
6

-40
-30

-20
-10

0
10

20
30

40

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

対前年比 予測

〔〔建設業建設業〕〕 ITIT投資は投資は0404年度に落ち込むが、その後は年度に落ち込むが、その後は
増加傾向増加傾向 20072007年度も引続き漸増予想年度も引続き漸増予想

６２
３

２６％

１５％

１６％

１５％

２９％

01年度
対前年比

８６
１

２０％

１７％

２４％

１９％

２０％

02年度

６８
－１２

２５％

１９％

２４％

９％

２４％

03年度

７３

－３４

２３％

３２％

２５％

１０％

１１％

04年度

７５

－３

２４％

１２％

３１％

１３％

２０％

05年度

７２

１３

１１％

２２％

２１％

１７％

２９％

06年度 07年度06年度05年度04年度03年度02年度

６６
－２

２３％

１５％

２６％

２３％

１４％

次年度予測

８１

－１０

１９％

１９％

３６％

１７％

１０％

６９

－１６

２９％

１４％

２９％

１２％

１６％

７３

０

２１％

１４％

３２％

１４％

２１％

７２
０

１３％

１８％

３９％

１５％

１５％

６９
６

１７％

１７％

２５％

１９％

２２％

N値
DI

１0%以上減少

１0%未満減少

不変

１0%未満増加

１0%以上増加

値はDI(増加%-減少%)を示す値はDI(増加%-減少%)を示す
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〔〔全業種全業種〕〕新規投資は大幅新規投資は大幅増増、保守運用費は微増、保守運用費は微増

合計

1,685

1,657

1,519

1,504

1,429

新規投資
の比率

本年度
調査
(n=62
1)

前年度
調査
(n=73
1)

32%4891,03005年度実績

37%24.1%2.0%6061,05006年度計画

37%4.0%0.4%6301,05507年度予想

39%12.7%1.1%58092405年度計画

36%51491504年度実績

新規投資保守運用費新規投資保守運用費

伸び率IT予算（百万円）
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〔〔建設業建設業〕〕新規投資は全業種より消極的、保守費も現状維持新規投資は全業種より消極的、保守費も現状維持

合計

390

386

373

新規投資
の比率

本年度
調査
(n=78)

21%79.6293.505年度実績

23%10.6%1.4%88.1297.606年度計画

23%-0.1%1.3%88.0301.507年度予想

新規投資保守運用費新規投資保守運用費

伸び率IT予算（百万円）
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業種別保守・運用費と新規投資の動向業種別保守・運用費と新規投資の動向

74
72

71

65
65

66

79
79
79

77
76
71

68
68
65

63
63
63

65
65
60

35
33

29

35
35

34

24
27
21

31
33
29

57
48

35

42
46
37

65
57

40

0 20 40 60 80 100 120 140

一次産業 07年度予測(n=85)

一次産業 05年度実績(n=85)

素材製造 07年度予測(n=100)

素材製造 05年度実績(n=100)

機械等製造 07年度予測(n=169)

機械等製造 05年度実績(n=169)

商社・流通・卸売・小売 07年度予測(n=116)

商社・流通・卸売・小売 05年度実績(n=116)

金融 07年度予測(n=41)

金融 05年度実績(n=41)

重要インフラ系 07年度予測(n=38)

重要インフラ系 05年度実績(n=38)

サービス系 07年度予測(n=72)

サービス系 05年度実績(n=72)

保守・運用費

新規投資

建設業を含む
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業種別新規投資の内訳業種別新規投資の内訳

31%

23%

27%

25%

20%

13%

13%

41%

41%

43%

28%

32%

39%

24%

26%

32%

26%

38%

46%

45%

61%

3%

4%

4%

9%

2%

4%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

一次産業 (n=72)

素材製造 (n=88)

機械等製造 (n=148)

商社・流通系 (n=99)

金融 (n=32)

重要インフラ系 (n=35)

サービス系 (n=65)

①ハードウェア費

②開発費（再構築）

③開発費（新規開発）

④その他

建設業を含む
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〔〔全業種全業種〕〕 ITIT投資で解決したい中期的な経営課題投資で解決したい中期的な経営課題

27%

20%

14%

10%

8%

6%

5%

4%

3%

3%

25%

20%

3%

9%

12%

8%

2%

5%

2%

0% 10% 20% 30% 40%

業務プロセスの変革

経営トップによる迅速な業績把握、情報把握

経営の透明性の確保
(内部統制、システム監査への対応等)

情報共有による社内コミュニケーションの強化

営業力の強化(※06年度のみ）

顧客重視の経営

企業としての社会的責任の履行
(セキュリティ確保、個人情報の保護等)

グローバル化への対応

企業間(グループ、業界、
取引先間)の情報連携

新商品・新市場の開拓

06年度(n=777)

05年度(n=915)
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〔〔建設業建設業〕〕 ITIT投資で解決したい中期的な経営課題投資で解決したい中期的な経営課題

23%

4%

1%

14%

5%

21%

8%

0%

17%

6%

0%

10%

4%

21%

3%

27%

3%

18%

13%

1%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業務プロセスの変革

経営トップによる迅速な業績把握、情報把握

経営の透明性の確保

情報共有による社内コミュニケーションの強化

営業力の強化

顧客重視の経営

企業としての社会的責任の履行

グローバル化への対応

企業間(グループ、業界、取引先間)の情報連携

新商品・新市場の開拓

その他
1位 2位
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〔〔全業種全業種〕〕 中期的中期的ITIT投資の重点分野投資の重点分野

(n=775)

18%

14%

9%

8%

8%

8%

8%

8%

6%

4%

2%

2%

2%

1%

1%

1%

1%

8%

9%

19%

7%

2%

9%

11%

7%

4%

9%

2%

3%

3%

1%

3%

2%

1%

0%0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

生産・在庫管理システム

販売管理システム

セキュリティ強化

経営情報システム

ERPの全社導入

財務会計システム

IT基盤整備

営業支援システム(SFＡ等)

顧客情報システム(CRM等)

グループウェア、社内情報ポータル

ＢtoＢシステム

設計・開発支援システム

ナレッジマネジメント

ＢtoCシステム

人事システム

調達システム

特許・商標・知財管理システム

その他
1位 2位

※上位2つまでを選択して回答
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4%

6%

3%

5%

3%

1%

10%

1%

0%

22%

1%

0%

3%

5%

6%

18%

8%

3%

5%

3%

5%

5%

4%

1%

6%

1%

0%

13%

3%

1%

1%

10%

3%

17%

3%

18%

0% 10% 20% 30% 40%

生産・在庫管理システム

販売管理システム

顧客情報システム（CRM等）

営業支援システム（SFA等）

調達システム

設計・開発支援システム

経営情報システム

BtoBシステム

BtoCシステム

財務会計システム

人事システム

特許・商標・知財管理システム

ナレッジマネジメント

グループウェア、社内情報ポータル

ERPの全社投入

セキュリティ強化

IT基盤整備

その他

1位 2位

〔〔建設業建設業〕〕 中期的中期的ITIT投資の重点分野投資の重点分野

※上位2つまでを選択して回答
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〔〔全業種全業種〕〕 タイプ別タイプ別ITIT投資の比率投資の比率

33.0

28.1

39.3

39.3

28.0

32.2

20.4

19.5

39.0

39.8

41.2

40.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度(n=582)

05年度(n=776)

06年度(n=582)

05年度(n=694)

単
純
平
均

金
額
加
重
平
均

インフラ型 業務効率型 戦略型

商品力、営業努力、IT効果などが複合され、IT効果そのものの評価だけを取り上げ
ることが難しい案件。顧客サービスの強化等、そもそも定量評価の難しい案件

戦略型投資

省力化、在庫削減、経費削減、歩留向上等、定量化しやすい案件業務効率型投資

メール等のグループウェア、ネットワークの導入等、一般管理業務の業務基盤として
欠かせないもの、セキュリティ投資もこの型に含む。

インフラ型投資

特徴投資タイプ

22

〔〔建設業建設業〕〕 タイプ別タイプ別ITIT投資の比率投資の比率

商品力、営業努力、IT効果などが複合され、IT効果そのものの評価だけを取り上げる
ことが難しい案件。顧客サービスの強化等、そもそも定量評価の難しい案件

戦略型投資

省力化、在庫削減、経費削減、歩留向上等、定量化しやすい案件業務効率型投資

メール等のグループウェア、ネットワークの導入等、一般管理業務の業務基盤として欠
かせないもの、セキュリティ投資もこの型に含む。

インフラ型投資

特徴投資タイプ

40.0

44.5

43.3

33.8

16.7

20.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金額加重平均(n=59)

単純平均(n=62)

インフラ型 業務効率型 戦略型

全業種平均と比較して、「インフラ型」と「業務効率型」の投資比率が高いが、
「戦略型投資」の投資比率が低い。
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〔〔全業種全業種〕〕 タイプ別タイプ別ITIT投資の投資の今後今後のの比率比率

31%

24%

23%

30%

29%

31%

30%

36%

52%

56%

59%

59%

50%

61%

56%

53%

54%

53%

53%

50%

44%

41%

37%

38%

18%

15%

21%

17%

16%

16%

14%

3%

4%

3%

18%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度(n=729）

05年度(n=811）

04年度(n=850)

03年度(n=701)

06年度(n=713）

05年度(n=793）

04年度(n=837)

03年度(n=700)

06年度(n=695）

05年度(n=729）

04年度(n=792)

03年度(n=675)

イ
ン
フ
ラ
型

業
務
効
率
型

戦
略
型

増加 不変 減少
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〔〔建設業建設業〕〕 タイプ別タイプ別ITIT投資の投資の今後今後の比率の比率

46%

25%

34%

51%

61%

45%

3%

14%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

戦略型投資

業務効率型投資

インフラ型投資

増加 不変 減少

全業種平均と比較して、「インフラ型」と「業務効率型」の投資
傾向はほとんど変わらない。「戦略型投資」の投資は他産業よ
りはやや消極的でありつつも、今後は大きく伸びていくと予想
している。
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業種別にみた今後の投資傾向業種別にみた今後の投資傾向

0%

20%

40%

60%
一次産業

素材製造

機械等製造

商社・流通金融

重要インフラ系

サービス系

インフラ型

業務効率型

戦略型

建設業を含む

建設業も他産業と同様、今後は「戦略型」の投資比率が最も伸びていくと
予想している。

値はDI
(増加%-減少%)を示す
値はDI
(増加%-減少%)を示す

主な調査結果３主な調査結果３

11．回答企業のプロフィール．回答企業のプロフィール

22．．20062006年度の主な年度の主なITIT動向（全業種動向（全業種vs.vs.建設業）建設業）

３．個別分野の３．個別分野のITIT動向動向（全業種（全業種vs.vs.建設業）建設業）
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〔〔全業種全業種〕〕 情報共有の仕組みの構築情報共有の仕組みの構築

80%

75%

69%

39%

20%

25%

31%

61%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務系情報（在庫・生産等）

②フロー情報（業務連絡、通知通達等）

③ストック情報（文書、レポート、資料等）

④知識・ノウハウ

1．構築されている 2．ない
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〔〔建設業建設業〕〕 情報共有の仕組みの構築情報共有の仕組みの構築

43%

73%

84%

75%

57%

27%

16%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知識・ノウハウ

ストック情報

フロー情報

業務系情報

情報共有の仕組みあり 情報共有の仕組みなし

情報共有の仕組みについては、建設業は他産業より積極的。
フロー情報（業務連絡、通知通達等）、ストック情報（文書、レポー
ト、資料等）、知識・ノウハウのいずれも５～１０ポイント高い。
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業種別情報セキュリティ対策の状況業種別情報セキュリティ対策の状況

「十分な対策ができており不安はない」と回答した割合

0%

20%

40%

60%

80%
①ネットワークアクセス

②ウィルス対策

③物理アクセス

④コンピュータ犯罪対策

⑤利用者の情報管理

⑥ソフトウェア脆弱性への対応

⑦外注業者の管理

⑧コンプライアンス教育体制

⑨全社的情報管理規定

⑩事業継続対策

全体

建設業

建設業の遅れが
目立つ領域
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業種別情報セキュリティ対策の状況業種別情報セキュリティ対策の状況

「あまり対策がすすんでおらずかなり不安」と回答した割合

0%

20%

40%

60%

80%
①ネットワークアクセス

②ウィルス対策

③物理アクセス

④コンピュータ犯罪対策

⑤利用者の情報管理

⑥ソフトウェア脆弱性への対応

⑦外注業者の管理

⑧コンプライアンス教育体制

⑨全社的情報管理規定

⑩事業継続対策

全体

建設業

建設業が他産業よりも
不安に感じている領域
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業種別業種別BCPBCP策定状況策定状況

5%

3%

2%

4%

23%

5%

7%

6%

7%

5%

3%

17%

7%

7%

12%

13%

12%

12%

21%

14%

16%

49%

42%

41%

32%

17%

39%

34%

28%

35%

40%

49%

21%

34%

37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業(n=98)

B．素材製造(n=121)

C．機械等製造(n=187)

D．商社・流通系(n=124)

E．金融(n=46)

F．重要インフラ系(n=55)

G．サービス系(n=90)

1．BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．BCPを策定し運用している
3．BCPを策定中である
4．BCP策定を検討中である
5．BCPを策定する予定はない

建設業を含む

BCP策定は金融系が突出している。建設業は他産業と同レベルだが危機意識は高い。
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